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経済産業政策局

・新たに４社の出向起業スタートアッ

プへの支援を決定しました（１日）

・人的資本経営コンソーシアムが設立

されます（３日）

・未来人材ビジョンを踏まえ、産学

連携による人材育成の場がスター 

ト！−共同講座補助金の１次公募採

択事業を決定し、２次公募を開始し

ました（９日）

・規制のサンドボックス制度に係る実

証計画を認定しました−ブロック

チェーン技術を活用した電子的取引

における第三者対抗要件に関する実

証（10日）

調査統計グループ

・６月の生産動態統計速報（電気・情

報通信機械工業）（５日）

・６月の生産動態統計速報（化学工業）

（５日）

・６月の生産動態統計速報（鉄鋼業）

（８日）

・６月の生産動態統計速報（非鉄金属

工業）（８日）

・６月の生産動態統計速報（金属製品

工業）（８日）

・６月の生産動態統計速報（生産用機

械工業）（９日）

・６月の生産動態統計速報（はん用・

業務用機械工業）（10日）

・６月の生産動態統計速報（電子部品・

デバイス工業）（12日）

・６月の生産動態統計速報（輸送機械

工業）（12日）

・６月の生産動態統計速報（窯業・土

石製品工業）（12日）

・６月の生産動態統計速報（石油・石

炭製品工業）（15日）

・６月の生産動態統計速報（プラス

チック製品工業）（16日）

・６月の生産動態統計速報（その他工

業）（17日）

・６月の生産動態統計速報（パルプ・

紙・紙加工品工業）（18日）

・６月の鉱工業生産動向（確報）（26日）

・６月の生産動態統計速報（鉱業）（29日）

通 商 政 策 局

・萩生田経済産業大臣がサプライ

チェーン閣僚会合に出席しました

（２日）

・第１回「日 ASEAN経済共創ビジョ

ン策定のための検討委員会」を開催

しました（３日）

・萩生田経済産業大臣がエマニュエル

駐日米国大使の表敬を受けました

（４日）

・萩生田経済産業大臣がインドネシ

ア・アイルランガ経済担当調整大臣

及びアグス工業大臣と会談しました

（５日）

・インド太平洋経済枠組み（IPEF）

閣僚級会合が開催されました（８日）

・石井経済産業副大臣がウバイドゥラ

エフ・ウズベキスタン共和国経済発

展・貧困削減副大臣の表敬を受けま

した（８日）

・萩生田経済産業大臣が日米経済政

策協議委員会（経済版「２＋２」）

に出席し、共同声明を発出しまし

た（９日）

・萩生田経済産業大臣が米国に出張し

ました（10日）

・アフリカビジネス協議会第２回本会

議を開催しました（18日）

・岩田経済産業大臣政務官がマレーシ

ア出張しました（24日）

貿易経済協力局

・J-Bridge アフリカローンチイベン

トを開催しました（８日）

・改正貿易保険法の内容も盛り込んだ

貿易保険制度の概要や事例紹介等に

関する説明会を各地方経済産業局に

て実施します（12日）

・関税割当てを受けた者の氏名等の公

表について（31日）

産業技術環境局

・「新市場創造型標準化制度」を活用し

た標準化案件を決定しました（５日）

・計量法施行令及び計量法関係手数料

令の一部を改正する政令等の一部を

改正する政令が閣議決定されました

（12日）

・J-クレジット制度を活用し、カー

ボンニュートラルに向けて中小企

業の脱炭素化の促進や中長期的な

森林吸収量の確保・強化を目指し

ます（22日）

主 要 目 次令和４年８月分
（第19936号〜第19957号）
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製 造 産 業 局

・繊維産地間連携を促進するために、

「繊維産地ネットワーク協議会」を

新たに設置します（４日）

・萩生田経済産業大臣がボーイング社

と将来の航空機の技術協力に係る合

意書に署名しました（17日）

・日野自動車（株）の排出ガス・燃費

性能試験における不正行為について

事実関係の究明等の指示等を行いま

した（17日）

・化学兵器禁止法に基づく指定物質の

令和５年（１月〜 12月）製造等・

使用予定数量に関する届出期限のお

知らせ（23日）

・令和５年度伝統的工芸品月間国民会

議全国大会の開催地を「岡山県」に

決定しました（23日）

・自動車の電動化に伴って影響を受け

る中堅・中小自動車部品サプライ

ヤーの業態転換・事業再構築を全国

で支援します−電動化対応等に向け

た「見方」を示し、企業の「味方」

となる「ミカタプロジェクト」（23日）

商務情報政策局

・岸田総理と細田副大臣が大阪・関西

万博開幕1000日前イベント「1000 

Days to Go ！（セン・デイズ・トゥ・

ゴー）」（東京）に出席。公式キャラ

クターの愛称、テーマソングが発表

されました（１日）

・吉川経済産業大臣政務官が博覧会国

際事務局（BIE）ケルケンツェス事

務局長と会談を行いました（３日）

・2025年日本国際博覧会協会が東京オ

フィスの開所式を実施独立行政法人

情報処理推進機構との連携推進協定

を締結しました（４日）

・一般社団法人日本百貨店協会は

「フィジカルインターネット実現に

向けた百貨店物流の効率化に関する

賛同宣言」を行いました（４日）

・次世代半導体研究における新しい研

究開発組織の立ち上げを決定しまし

た（15日）

・第58回電気保安功労者経済産業大臣

表彰式を開催しました（16日）

・令和３年度デジタルプラットフォー

ム取引相談窓口の運用状況をまとめ

ました（16日）

・「アジャイル・ガバナンスの概要と現

状」報告書を取りまとめました（17日）

・一般社団法人日本アパレル・ファッ

ション産業協会は「フィジカルイン

ターネット実現に向けた百貨店物流

の効率化に関する賛同宣言」を行い

ました（17日）

・夏季の長期休暇において実施いただ

きたい対策について注意喚起を行い

ます（18日）

・未来の健康づくりに向けた「アク

ションプラン 2022」（上）（18日）

・未来の健康づくりに向けた「アク

ションプラン 2022」（下）（19日）

・電子商取引に関する市場調査の結果

を取りまとめました（22日）

・カルタヘナ法に基づく行政処分を行

いました（23日）

・「ゲーミフィケーションをコアナ

レッジにしたDX に資する人材育成

に係る調査及び検討会」を開始し

ます（24日）

・公共施設・自治体窓口における

キャッシュレス決済導入手順書（第

３版）を取りまとめました！（29日）

・「第６回 AI エッジコンテスト」を

開催します（31日）

資源エネルギー庁

・再生可能エネルギー特別措置法に基

づき、納付金を納付しない電気事業

者を公表します（１日）

・令和４年７月14日からの大雨による

災害に関して電気料金の災害特別措

置の認可を行いました（２日）

・新型コロナウイルス感染症の影響を

受け、電気・ガス料金の支払いが困

難な皆様へ（５日）

・「電気利用効率化促進対策事業費補

助金」に係る事務局を決定しました

（９日）

・石油統計速報（令和４年６月分）（15日）

・「東京 GX ウィーク」を開催します（15日）

・経済産業省をかたるフィッシング

メールとフィッシングサイトにご注

意下さい（19日）

・令和４年８月３日からの大雨による

災害に関して電気料金の災害特別措

置の認可を行いました（22日）

・再生可能エネルギー特別措置法に基

づき、納付金を納付しない電気事業

者を公表します（25日）

・令和４年８月３日からの大雨によ

る災害に関して電気料金の災害特

別措置の認可を行いました（第２

報）（26日）

・西村経済産業大臣は、ビル・ゲイ

ツ共同議長（ビル＆メリンダ・ゲ

イツ財団）兼ブレークスルー・エ

ナジー創設者との間で会談を行い

ました（30日）

特 許 庁

・世界各国との間で知財分野の国際協

力を前進させました−第63回世界知

的所有権機関（WIPO）加盟国総会

の結果について（２日）
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・「特許行政年次報告書2022年版」を

取りまとめました（５日）

・国際出願関係手数料改定のお知ら

せ（30日）

中 小 企 業 庁

・令和４年８月３日からの大雨による

災害に関して被災中小企業・小規模

事業者対策を行います（17日）

・デジタル化応援隊事業に関する不正

調査を実施しました（29日）

・国土交通省における「建設工事受注

動態統計調査」の遡及改定結果が

セーフティネット保証５号に与えた

影響について（29日）

経 済 産 業 局

・北海道経済産業局管内経済概況（５月分）

（１日）

・中国経済産業局管内経済動向（５月分）

（１日）

・近畿経済産業局管内経済動向（５月分）

（２日）

・東北経済産業局管内の経済動向（５月分）

（３日）

・関東経済産業局管内の経済動向（５月分）

（８日）

・東北経済産業局管内の経済動向（５月分）

（10日）

・四国経済産業局管内の経済動向（５月分）

（22日）

・中国経済産業局管内経済動向（６月分）

（26日）

・関東経済産業局管内の経済動向（６月分）

（30日）

・四国経済産業局管内の経済動向（６月分）

（31日）

・５月の鉱工業生産動向速報〔東北〕

（１日）

・５月の鉱工業生産動向速報〔関東〕

（８日）

・５月の鉱工業生産動向速報〔東北〕

（10日）

・５月の鉱工業生産動向速報〔四国〕

（22日）

・６月の鉱工業生産動向速報〔中国〕

（26日）

・６月の鉱工業生産動向速報〔関東〕

（29日）

・６月の鉱工業生産動向速報〔四国〕

（31日）

・輸出承認証の無効通知について（15日）

・委託加工貿易契約包括輸出承認証の

無効通知について（23日）

内 閣 府

・７月の月例経済報告（４日）

・令和４年度年次経済財政報告（経

済財政政策担当大臣報告）《ポイン 

ト》−人への投資を原動力とする成

長と分配の好循環実現へ−（上）（下）

（24日）（25日）

・2022年４〜６月期四半期別 GDP速

報（25日）

・６月の機械受注統計調査報告（29日）

・2022年７〜９月の機械受注見通し

（30日）

総 務 省

・６月の全国消費者物価指数（３日）

・６月の労働力調査（速報）（12日）

・６月の家計調査報告〈二人以上の世

帯〉（17日）

財 務 省

・６月中国際収支状況（速報）（19日）

・６月の貿易統計速報（２日）

・７月の貿易統計速報（31日）

・６月の東京税関管内貿易概況（速報）

（１日）

・６月の横浜税関管内貿易概況（速報）

（１日）

・６月の名古屋税関管内貿易概況（速

報）（２日）

・６月の神戸税関管内貿易概況（速報）

（３日）

・６月の大阪税関管内貿易概況（速報）

（４日）

・７月の東京税関管内貿易概況（速報）

（26日）

・７月の横浜税関管内貿易概況（速報）

（26日）

・７月の名古屋税関管内貿易概況（速報）

（29日）

・７月の大阪税関管内貿易概況（速報）

（30日）

・税関長公示主要外国為替相場（８月

７日〜８月13日）（５日）

・税関長公示主要外国為替相場（８月

14日〜８月20日）（15日）

・税関長公示主要外国為替相場（８月

21日〜８月27日）（19日）

・税関長公示主要外国為替相場（８月

28日〜９月３日）（26日）

日 本 銀 行

・基準外国為替相場及び裁定外国為替

相場（令和４年９月中において適用）

（25日）

人 事 異 動

・経済産業省（１日）（３日）（８日）（23日）

・経済産業省幹部名簿（26日）

消 費 者 庁

・消費生活用製品の重大製品事故に

係る公表について（９日）（10日） 

（12日）（15日）（16日）（17日）
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